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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期
第１四半期
累計(会計)期間

第28期
第１四半期
累計(会計)期間

第27期

会計期間

自平成21年
９月１日
至平成21年
11月30日

自平成22年
９月１日
至平成22年
11月30日

自平成21年
９月１日
至平成22年
８月31日

売上高（千円） 392,674 383,6161,434,741

経常利益（千円） 5,923 17,296 31,284

四半期（当期）純利益（千円） 479 1,202 16,458

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 295,000 295,000 295,000

発行済株式総数（株） 8,400 8,400 8,400

純資産額（千円） 821,987 826,648 837,967

総資産額（千円） 2,806,7462,709,3622,676,541

１株当たり純資産額（円） 98,465.2499,023.50100,379.41

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
57.41 144.10 1,971.57

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － 1,500

自己資本比率（％） 29.3 30.5 31.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
145,780△13,060 370,725

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△4,934 △10,275 △80,128

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△76,038 34,118△226,138

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 663,862 674,297 663,514

従業員数（人） 93 66 71

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第27期第１四半期累計(会計)期間、第27期及び第28期第１四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年11月30日現在

従業員数（人） 66 (29)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は、当第

１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社において、開示対象となるセグメントはありませんので、区分ごとに記載しております。

(1)生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績を区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

前年同四半期比（％）

オーダー加工品（千円） 186,937 91.8

企画品（千円） 83,749 89.0

その他（千円） 18,675 163.5

合計 289,362 93.6

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況を区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分 受注高（千円）
前年同四半期比（％）

　
受注残高（千円）　

前年同四半期比（％）
　

オーダー加工品 334,863 119.3 180,527 103.5

企画品 115,872 88.9 5,574 86.1

その他 29,215 119.3 3,909 58.7

合計 479,951 110.2 190,011 101.3

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3)販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

前年同四半期比（％）

オーダー加工品（千円） 231,876 100.3

企画品（千円） 117,733 89.8

その他（千円） 34,006 111.9

合計 383,616 97.7

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）　

当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）　

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソーラーフロンティア株式会社 20,221 5.1 85,711 22.3

株式会社北川鉄工所 58,515 14.9 29,721 7.7

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や経済施策の効果などを背景に持ち直す兆しが見ら

れました。しかしながら依然として企業の設備投資意欲は抑制傾向にあり、雇用情勢は厳しく、景気の先行き不透明な

状況で推移いたしました。

　当社が属する金属加工業界におきましても、一部製品に需要の伸びが見られるものの、全般的には引き続き厳しい受

注環境でありました。

　このような状況の中、当社は「加工のデパートを目指し加工アイテムの増加に経営資源を集中する」、「加工ベン

チャーの精神で、加工の二文字が持つ無限大の可能性を追求し続ける」という理念のもと販売領域の拡大を図り、ま

た、当社独自の「オールインワン加工システム」による高品質・低コスト・短納期の加工をユーザーへ提供してまい

りました。

　営業面におきましては、当期の重点施策としております太陽光発電用架台及び関連製品の販売が、「太陽光発電シス

テム」を取り巻く環境及び諸制度の整備により、大幅な伸張となりました。この状況に対応するため、建築基準法に基

づいた構造計算、応力計算などを行う設計体制を構築し、太陽光発電用架台の軽量化、低コスト及び安全性の強化に取

り組みました。また、太陽光関連製品の受注販売に営業力・生産力を集中させたことにより、住宅用の安定した受注及

び産業用、公共用「太陽光発電用架台」の受注増加につながりました。

　特に、小・中学校において太陽光発電システムの設置が増加しており、当社におきましてはすでに20校の架台を受注

し、九州から関西及び関東と販売地域を拡大してまいりました。そのため、市場規模の大きい首都圏における営業拠点

の確保を、喫緊の課題として検討中であります。以上により、太陽光発電用関連製品の売上高は、前年同四半期比約

300％増加し、売上高構成比は31.1％（前年同四半期は7.6％）となりました。また、他のオーダー加工品におきまして

は、大型商業施設の駐車場向け外装パネル、新博多駅ビル外装パネル、クリーンルーム用パネル等あらゆる分野の受注

・販売に注力いたしました。

　企画品におきましては、既存顧客の掘り起こし及び新規顧客の増加を図るための施策を積極的に実施してきました。

しかしながら、需要の低迷は依然として続いており、波板・折板をはじめ厳しい状況でありました。

　結果といたしまして、オーダー加工品の売上高は231,876千円（前年同四半期比0.3％増）、企画品は117,733千円

（前年同四半期比10.2％減）、その他は34,006千円（前年同四半期比11.9％増）となりました。

　生産面におきましては、重点製品である「太陽光発電用架台」の加工に生産力を集中して、効率的な工程管理及び製

造諸経費の低減を実施してまいりました。

　管理面におきましては、諸経費の削減及び予実管理の徹底を図り、利益率の向上に努めてまいりました。

　結果といたしまして、当第１四半期会計期間の売上高は383,616千円（前年同四半期比2.3％減）、営業利益は17,384

千円（前年同四半期は1,755千円の営業損失）、経常利益は17,296千円（前年同四半期比192.0%増）、四半期純利益は

当社製品に係る損害賠償金16,000千円を計上したことにより1,202千円（前年同四半期比151.0％増）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ10,782千円

増加し、674,297千円となりました。

　また、当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は13,060千円（前年同四半期は145,780千円の獲

得）となりました。 

　これは主に、未払費用の増加16,725千円、減価償却費39,757千円がありましたが、たな卸資産の増加46,577千円、仕

入債務の減少21,588千円により資金が減少したことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は10,275千円（前年同四半期は4,934千円の使用）

となりました。

　これは主に、定期預金の預入15,524千円により資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間において財務活動の結果獲得した資金は34,118千円（前年同四半期は76,038千円の使用）

となりました。 

　これは主に、長期借入金の返済による支出29,678千円がありましたが、短期借入金の純増額75,000千円により資金

が増加したことによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000

計 24,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,400 8,400
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 8,400 8,400 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年８月３日臨時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年11月30日）

新株予約権の数（個） 27

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108

新株予約権の行使時の払込金額（円） 155,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月４日

至　平成28年８月３日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　 155,000

資本組入額　　　　　77,500

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の行使の時点において、権利者が下記のいず

れかの身分であることを要する。

ａ．当社の取締役、監査役または使用人。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他取締

役会決議において正当な理由があると認めた場合

にはこの限りではない。

ｂ．顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の

如何を問わず当社との間で委任、請負等の継続的な

契約関係にある者。

・新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め

ない。

・その他行使の条件については、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の発行後、当社が株式を分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調

整する。

ただし、この調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式

交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る株式数の調整を行う。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式

交換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る払込金額の調整を行う。

２．平成19年３月20日開催の取締役会決議により、平成19年４月10日付で１株を４株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年９月１日～

平成22年11月30日
－ 8,400 － 295,000 － 215,000

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 52 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,348 8,348 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 8,400 － －

総株主の議決権 － 8,348 －

　

②【自己株式等】

 平成22年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

日創プロニティ

株式会社

福岡県福岡市南区

向野一丁目15番29号
52 － 52 0.61

計 － 52 － 52 0.61
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年９月 10月 11月

最高（円） 30,900 31,000 30,450

最低（円） 27,500 26,510 28,700

　（注）　最高・最低株価は、福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年９月１日から平成21年11月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21

年11月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年９月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、如水監査法人による四半期レビューを受

けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 761,940 744,150

受取手形及び売掛金 325,721 318,650

商品及び製品 19,736 19,681

仕掛品 36,823 24,368

原材料及び貯蔵品 312,301 278,233

前払費用 1,845 1,595

繰延税金資産 5,699 3,470

未収入金 68 4,502

その他 60,129 58,742

貸倒引当金 △3,553 △1,983

流動資産合計 1,520,712 1,451,413

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 403,445

※1
 409,147

構築物（純額） 11,389 12,016

機械及び装置（純額） 543,300 573,629

車両運搬具（純額） 932 1,014

工具、器具及び備品（純額） 6,211 5,337

土地 ※1
 218,270

※1
 218,270

有形固定資産合計 ※4
 1,183,550

※4
 1,219,416

無形固定資産 4,863 5,475

投資その他の資産

破産更生債権等 2,678 6,631

その他 236 236

貸倒引当金 △2,678 △6,631

投資その他の資産合計 236 236

固定資産合計 1,188,649 1,225,127

資産合計 2,709,362 2,676,541
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 85,094 106,682

短期借入金 ※1
 1,000,000

※1
 925,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 98,692

※1
 98,712

未払法人税等 6,748 27,694

賞与引当金 9,652 －

その他 98,310 61,896

流動負債合計 1,298,497 1,219,985

固定負債

長期借入金 ※1
 223,748

※1
 253,406

退職給付引当金 26,583 27,613

長期未払金 300,200 300,200

繰延税金負債 33,549 37,233

その他 136 136

固定負債合計 584,216 618,588

負債合計 1,882,714 1,838,574

純資産の部

株主資本

資本金 295,000 295,000

資本剰余金 215,000 215,000

利益剰余金 318,383 329,702

自己株式 △1,734 △1,734

株主資本合計 826,648 837,967

純資産合計 826,648 837,967

負債純資産合計 2,709,362 2,676,541
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

売上高 392,674 383,616

売上原価 305,861 289,101

売上総利益 86,813 94,515

販売費及び一般管理費 ※
 88,569

※
 77,130

営業利益又は営業損失（△） △1,755 17,384

営業外収益

受取利息 99 2,372

助成金収入 9,460 －

その他 2,282 409

営業外収益合計 11,842 2,782

営業外費用

支払利息 4,162 2,871

営業外費用合計 4,162 2,871

経常利益 5,923 17,296

特別利益

貸倒引当金戻入額 254 109

特別利益合計 254 109

特別損失

特別退職金 4,614 －

損害賠償金 － 16,000

特別損失合計 4,614 16,000

税引前四半期純利益 1,563 1,405

法人税等 1,084 －

法人税、住民税及び事業税 － 6,115

法人税等調整額 － △5,912

法人税等合計 1,084 202

四半期純利益 479 1,202
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,563 1,405

減価償却費 48,868 39,757

貸倒引当金の増減額（△は減少） △254 △2,381

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,167 △1,030

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,460 9,652

受取利息及び受取配当金 △99 △2,372

支払利息 4,162 2,871

特別退職金 4,614 －

損害賠償損失 － 16,000

売上債権の増減額（△は増加） 81,562 △7,071

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,816 △46,577

仕入債務の増減額（△は減少） 7,866 △21,588

未払費用の増減額（△は減少） 24,582 16,725

その他 △7,848 9,374

小計 161,830 14,764

利息及び配当金の受取額 99 1,440

利息の支払額 △5,979 △2,950

法人税等の支払額 △10,170 △26,315

営業活動によるキャッシュ・フロー 145,780 △13,060

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 7,000 8,516

定期預金の預入による支出 △10,516 △15,524

短期貸付金の純増減額（△は増加） － 792

有形固定資産の取得による支出 △1,418 △4,061

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,934 △10,275

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 30,000 75,000

長期借入金の返済による支出 △100,878 △29,678

配当金の支払額 △5,160 △11,203

財務活動によるキャッシュ・フロー △76,038 34,118

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64,807 10,782

現金及び現金同等物の期首残高 599,055 663,514

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 663,862

※
 674,297
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

　会計処理基準に関する事項の変更 税金費用の計算方法の変更

　従来、税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算しておりましたが、四半期会計期間の税金費用をより適

切に計算することを目的として、当第１四半期会計期間より年度決算と同様

の手法で計算する方法へ変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当第１四半期会計期間の四半期

純利益が1,293千円増加しております。

　

 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はあ

りません。　

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

（四半期損益計算書関係）

　前第１四半期累計期間において、「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」は一括して「法人税等」と

して表示しておりましたが、当第１四半期累計期間より「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」として

区分掲記することに変更いたしました。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が、前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度決算において算定した貸倒

実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しておりま

す。　

２．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の回

収可能性の判断

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等に著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

４．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、当事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年11月30日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務

（1）担保に供している資産は次のとおりであります。 （1）担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 383,123千円

土地 183,981千円

計 567,105千円

建物 388,349千円

土地 183,981千円

計 572,331千円

（2）担保付債務は次のとおりであります。 （2）担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 490,000千円

1年内返済予定の長期借入金 78,692千円

長期借入金 193,748千円

計 762,440千円

短期借入金 500,000千円

1年内返済予定の長期借入金 78,712千円

長期借入金 213,406千円

計 792,118千円

　２．受取手形裏書譲渡高

128,131千円

　２．受取手形裏書譲渡高

119,215千円

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当第１四半期会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　３．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 2,140,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 1,140,000千円

当座貸越限度額の総額 2,140,000千円

借入実行残高 925,000千円

差引額 1,215,000千円

※４.有形固定資産の減価償却累計額は、1,799,886千円で
あります。　

※４.有形固定資産の減価償却累計額は、1,760,741千円で
あります。　　

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 12,835千円

役員報酬 21,912千円

給料及び手当 23,571千円　

賞与引当金繰入額　 3,253千円

退職給付費用 444千円

研究開発費　 493千円

その他　 26,058千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃及び荷造費 8,729千円

役員報酬 16,701千円

給料及び手当 19,784千円　

賞与引当金繰入額　 2,988千円

退職給付費用 444千円

貸倒引当金繰入額　 1,570千円

その他　 26,910千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年11月30日現在） （平成22年11月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 732,407

預入期間が３か月を超える定期預金 △68,545

現金及び現金同等物 663,862

　

 （千円）

現金及び預金勘定 761,940

預入期間が３か月を超える定期預金 △87,643

現金及び現金同等物 674,297
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11

月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,400株 　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  52株 　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月26日

定時株主総会
普通株式 12,522 1,500 平成22年８月31日 平成22年11月29日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（金融商品関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）　

　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動がないため、記載を省略し

ております。

（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）

　当社は、有価証券を全く保有しておりませんので、該当事項はありません。　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。　

（持分法損益等）

　関連会社に関する事項　

前第１四半期累計期間

（自　平成21年９月１日

　  至　平成21年11月30日）　

当第１四半期累計期間

（自　平成22年９月１日

　  至　平成22年11月30日）　

　当社は関連会社が存在しないため記載しておりません。 同左

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

２．当第１四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、金属加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

（賃貸不動産関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年11月30日）

　著しい変動がないため記載を省略しております。　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年11月30日）

前事業年度末
（平成22年８月31日）

１株当たり純資産額 99,023.50円 １株当たり純資産額 100,379.41円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 57.41円 １株当たり四半期純利益金額 144.10円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 479 1,202

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 479 1,202

期中平均株式数（株） 8,348 8,348

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年８月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第１四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度

末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成22年１月７日

日創プロニティ株式会社

取締役会　御中

如水監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 廣島　武文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 児玉　邦康　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日創プロニティ株式

会社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第27期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年９月１日から平成

21年11月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日創プロニティ株式会社の平成21年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成23年１月12日

日創プロニティ株式会社

取締役会　御中

如水監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 廣島　武文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 児玉　邦康　　印

　 

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日創プロニティ

株式会社の平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第28期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年９月１日

から平成22年11月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日創プロニティ株式会社の平成22年11月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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